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1. 調査概要 

 調査対象：町内小規模事業者 

 調査方法：調査票によるアンケート形式 

 調査期間：令和 2 年 8 月 17 日（月）～9 月 30 日（水） 

 発送総数：333 件 

 回 答 数：113 件（回答率 33.9％） 

 回答者の業種内訳：製造 29 社、建設業 23 社、サービス業 18 社、小売業 20 社      

飲食業 9 社、卸売業 6 社、専門サービス 1 社、農業 2 社、 

その他 4 社、無回答 1 社 

 企業形態：個人事業主 51 事業所 

法人 60 社 

（株式会社 35 社、有限会社 19 社、その他 3 社、無回答 3 社） 

資本金：300 万円未満   10 社 

    300-500 万円未満   7 社 

    500-1,000 万円未満   ７社 

    1,000-2,000 万円未満 11 社 

    2,000-3,000 万円未満  4 社 

    3,000-5,000 万円未満  3 社 

    5,000-10,000 万円未満  6 社 

    10,000 万円以上   3 社 

 売上規模： 500 万円未満   10 社 

500-1,000 万円未満  11 社 

1,000-3,000 万円未満 19 社 

3,000-5,000 万円未満  7 社 

5,000-10,000 万円未満 15 社 

10,000-30,000 万円未満 18 社 

30,000-50,000 万円未満  5 社 

50,000 万円以上  17 社 

 従業員数（正社員、役員、専従者）： 

      2 名以下 31 社 

      3-5 名以下 26 社 

      6-9 名以下 11 社 

      10-19 名以下 17 社 

      20-49 名以下 10 社 

      50 名以上  7 社 
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2. 売上と採算、仕入の概況 

① 事業者の売上の推移 

 前々期～当期までの 3 期分の売上金額で回答が得られたデータから、前々期と

前期、前期と当期の売上金額をそれぞれ比較し、過去の売上推移を確認する。 

「前々期～前期」、「前期～当期」のいずれにおいても減少が 50％を超えている

が、「前期～当期」と「前々期～前期」を比較すると、減少と横ばいが増加し、増

加が減っている。この変化から、おそらく新型コロナウイルス感染症の影響ではな

いかと推測されるが、売上高は全体的に減少傾向であることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 中期的な売上の見通し 

 今後 5 ヵ年の売上見通しが「上昇見込」と回答した事業者は 11％。昨年調査の

値（20％）よりも悪化した。「見通しがつかない」と回答した事業者が 29％あ

り、新型コロナウイルス感染症の影響がある程度長期化しそうな予測が一般的とな

ってきた中で、影響を受ける期間に業績が大きく左右されると感じている事業者が

多いことが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

増加

7%

横ばい

25%
減少

64%

無回答

4%

前期～当期

増加

23%

横ばい

17%減少

52%

不明・無回答

8%

前々期～前期

上昇見込

11%

横ばい

20%

下降見込

34%

見通しがつ

かない

29%

無回答

6%

今後５ヶ年の売上の見通し
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③ 過去の採算性 

 過去の採算性を確認する。前々期から前期にかけて「黒字」と回答した事業者の

割合が微減し、「収支トントン」との回答が微増する一方で、「赤字」の割合は変わ

らない。全体的な傾向として、黒字から収支トントンへと採算性がやや悪化傾向に

あることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 将来の利益の見込 

 将来の利益の見込は、「減少する見込み」と回答した事業者が 63％と「増加す

る見込」と回答した事業者を大幅に上回った。昨年調査（増加見込 20.9％、減少

見込 40.3％）から悪化しており、将来の売上見込み同様に、利益に関しても将来

に関して厳しい見通しをもっている事業者が多いことが分かる。 

 

 

  

黒字

38%

収支

トントン

34%

赤字

19%

無回答

9%

前期の採算性

黒字

42%

収支

トントン

27%

赤字

19%

無回答

12%

前々期の採算性

増加見込

9%

不変

24%

減少見込

63%

無回答

4%

将来の利益の見込
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⑤ 主な販売先について 

 県内の販売先では、回答のあった 113 事業者のうち約 3 分の 1 に当たる 74

事業者（65.5％）が「明和町内」を販売先としている。「中勢地域」において回答

者のうち 45.1％が、「南勢地域」において 42.5％が販売しており、明和町を中心

とした近隣の販売先が圧倒的に多いことが分かる。県外に販売しているのは 113

事業所中 59 事業者で、その販売先としては愛知県がトップ、次いで関西圏、首都

圏となっている。（比率は全回答者 113 に占める回答者の割合） 

 

 

⑥ 販売先数の変化 

 販売先数の変化については、「増加している」と回答した事業者は 14％、「減少

している」事業者は 41％と、全体的に減少傾向にあり、これが売上減少、または

利益水準の減少見込みの一因であると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

65.5%

10.6%

45.1%

3.5%

42.5%

7.1%
15.0%

県内の主な販売地域

回答数：214

16.8%

5.3%
15.9%

8.8% 5.3%

72.6%

愛知県 岐阜県 関西圏 首都圏 その他 無回答

県外の主な販売地域

回答数：141

増加

14%

不変

37%

減少

41%

無回答

8%

販売先の変化
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⑦ 販売単価の変化 

 販売単価の変化について確認すると、過去の販売単価は「上昇傾向」と回答した

事業者が 8％に対して将来の「上昇見込」は 4％と減少傾向にあり、「横這い」につ

いても過去 53％から将来 43％へと減少傾向にある。一方で、過去の「下降傾向」

31％は将来の「下降見込」45％へと増加傾向にあり、全体的に販売単価を今後横

ばいで維持することが難しくなり、下降させざるを得ないと考えている事業者が増

えていることが分かる。これも売上減少、または利益水準の減少見込みの一因であ

ると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 仕入先について 

仕入先については、県内では「中勢地域」から仕入れをしている事業者の割合が

最も高く、以下「明和町内」「南勢地域」と続く。県外では「愛知県」から仕入れ

をしている事業者の割合が最も高く、以下「関西圏」「首都圏」と続く。全体的な

傾向として、販売先は近場に集中しているが、仕入先は販売先と比べると遠方に分

散しているように見受けられる。（比率は全回答者 113 に占める回答者の割合） 

  

30.1%

9.7%

39.8%

0.9%

33.6%

1.8%

31.0%

県内の主な仕入地域

回答数：166

30.1%

6.2%

21.2%

8.8% 8.8%

49.6%

愛知県 岐阜県 関西圏 首都圏 その他 無回答

県外の主な仕入地域

回答数：141

上昇見込

4%

横ばい

43%下降見込

45%

無回答

8%

販売単価の推移（将来）

上昇傾向

8%

横ばい

53%

下降傾向

31%

無回答

8%

販売単価の推移（過去）
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⑨ 仕入先数の変化 

 仕入先数の変化については約 6 割の事業者において「不変」と回答している。

事業を成長させていくには仕入先の開拓も必要だと考えられるが、「増加」と回答

した事業者は 8％に留まる。一方、先方都合（廃業や取引量減少に伴う取引中止な

ど）、当方都合（取引量減少、仕入先の一本化など）と事情は様々であると考えら

れるが「減少」と回答した事業所は 19％に上る。本項目は売上高や販売先数の調

査と表裏一体なので、全体としてのビジネスボリュームが減少傾向にあることが分

かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩ 仕入・原材料単価の推移と見込 

 事業者の仕入・原材料単価の推移と見込について確認すると、「上昇傾向」と回

答した事業者が「下降傾向」と回答した事業者を大きく上回っている。 

将来的にも「上昇見込」と回答した事業者の割合が高く、人件費の高騰や燃料費

の高騰など、外部環境は変化しており今後更に原価は「上昇傾向」が続くと予想さ

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

増加

8%

不変

59%

減少

19%

無回答

14%

仕入先数の変化

上昇傾向

26%

横ばい

50%

下降傾

向

11%

無回答

13%

仕入・原材料単価の推移（過去）

上昇見込

33%

横ばい

36%

下降見込

15%

無回答

16%

仕入・原材料単価の推移（将来）
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3. 設備投資と資金繰りの概況 

① 資金繰りと金融機関との関係性 

 資金繰りについては、「変わらない」と回答した事業者が約 7 割を占めている

が、「悪化している」と回答した事業者が 20％ある。売上減、利益減の動向を鑑

みると資金繰り悪化の事業所が少ないが、コロナ対策融資等を活用して資金繰りが

改善または不変のケースもあると考えられるので、今後も事業所の資金繰りに対し

て注視が必要である。メインバンクとの関係性は、「良好ではない」と回答した事

業者がごく一部みられるが、9 割以上の事業者が問題なく関係性を維持している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

② 金融機関に期待すること 

 事業者が金融機関に期待する支援等について確認したところ、「資金支援」が最

も高いのは当然として、次いで「地域情報提供」が「経営助言」よりも高い。金融

機関と取引している同業者の情報（業界情報）や金融機関が力を入れているビジネ

スマッチングなどの販路開拓よりも地域情報を期待していることは金融機関に知っ

てもらいたい内容である。（比率は全回答者 113 に占める回答者の割合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改善

5%

変わら

ない

70%

悪化

20%

無回答

5%

資金繰りの状況

良好

29%

普通

62%

良好では

ない

4%
無回答

5%

メインバンクとの関係性

24.0%

13.4%
10.1%

12.3%

21.2%

3.9%

金融機関に期待すること

回答数：179
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③ 設備投資 

 設備投資を「実施した」事業者は 41％あり、投資内容は「生産設備」と「車

両・運搬具」への投資割合が高くなっている。 

将来の投資を「計画（または今期実施済み）している」事業者の割合は 28％あり、

計画（または今期実施済み）の設備投資の内容を見ると、車両・運搬具の割合が実

績と並んで高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

実施した

41%
実施しなかっ

た

55%

無回答

4%

設備投資の実施

5.4%

13.5%

27.0%

21.6%

10.8%
13.5%

1.4%

6.8%

0.0%

実施した設備投資の内容

回答数：74

計画又は

既に実施

している

28%

計画してな

い

39%

未定

28%

無回答

5%

設備投資の計画

1.9%

13.2%

28.3%
24.5%

11.3%
9.4%

0.0%0.0%

11.3%

0.0%

実施済み又は計画の設備投資の内容

回答数：53
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④ 投資資金の調達方法 

 設備投資資金の調達方法については、「自己（自社）資金」次いで「金融機関か

らの借入」を計画している事業者が多くなっている。借入の際の事業計画作成など

適切な借入支援が必要であると言える。「補助金などの各種施策」の利用を検討し

ている事業者の割合はコロナ禍での補助金などの支援策の充実を背景に増加傾向に

ある。情報発信により事業者の資金負担を軽減することができる余地が十分にある

と考えられる。 

 

  

38.1%
31.0%

21.4%

4.8% 4.8%

投資資金の調達方法

回答数：42
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4. 事業承継について 

 事業者の事業承継に対する意識について調査を行った。今回の調査では経営者の年

齢 60 代以上が約半数を占めており、事業承継が必要な時期にある事業者が一定数、

存在しているものと推察される。「既に事業承継済み」「今後事業承継予定」の合計は

32％となり、一定の事業者においては事業承継が進んでいる実態がみてとれる。一

方、事業承継をしない（自分の代で廃業）と回答した事業者が 25％、後継者は決まっ

ていないと回答した事業者が 39％存在しているので、これらの事業者に対する支援が

喫緊の課題だと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 後継者が決まっている事業者では、準備が進んでいる事業所と進んでいない事業所

がほぼ半々に分かれる。準備を進めてない事業所では、「分かっていても忙しくて」

「何から始めていいのか分からない」なども事情もあるものと推測されるので、準備

を進めていない事業所に支援ニーズがあるものと考えられる。 

 

【後継者が既に決まっている事業者における事業承継準備】 

回 答 回答数 構成比 

十分進めている 5 15.2% 

ある程度進めている 12 36.4% 

あまり進めていない 12 36.4% 

全くしていない 4 12.1% 

 計 33 100.0% 

 

 

 

30代
5%

40代
21%

50代
24%60代

20%

70代以上

26%

無回答

4%

経営者の年齢

既に後継者

が決まって

いる

29%

後継者は

決まって

いない

39%

自分の代

で廃業を

検討

25%

事業承継は

完了してい

る

3%

無回答

4%

事業承継の状況
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 後継者が未定の事業所では、後継者候補を「探している」事業所は 27.3％に留ま

り、それ以外は後継者探しに手を着けていない状況である。親族、従業員から探せる

場合はそれほど期間を必要としないかもしれないが、親族からも既存の従業員からも

見つからない場合は、後継者候補を採用し、育成してから事業承継するケースや、

M&A による事業承継になるケースも想定され、その場合は時間を要するので、計画的

な後継者探しと事業承継に関するサポートニーズがあるものと考えられる。 

 

【後継者未定の事業者における後継者探し】 

回 答 回答数 構成比 

探している 12 27.3% 

探していない 10 22.7% 

まだ探す時期ではない 20 45.5% 

無回答 2 4.5% 

 計 44 100.0% 

 

  

自分の代で廃業を検討している事業者の廃業検討理由は下表の通りである。廃業致

し方なしという場合もあるかもしれないが、その場合でも債務の処理や法人の場合は

清算手続きなど煩雑な業務が待っている。また、事業者当人からは魅力がない事業に

思えても第三者が見れば「磨けば光る玉」である場合もあるので、消極的になってい

る事業者に違う見解を伝えるという役割も必要である。廃業を検討している事業者に

対しても、このような支援ニーズがあるものと考えられる。 

 

【自分の代で廃業を検討している事業者における廃業検討理由】 

回 答 回答数 構成比 

子供に継ぐ意思がない 7 25.0% 

事業に将来性がない 11 39.3% 

当初から自分の代で廃業を決断していた 10 35.7% 

 計 28 100.0% 
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5. 事業見通しと経営課題 

① 事業・業界の見通し 

 事業者の既存事業・業界の見通しについて確認したところ、「明るくない」と回

答した事業者が 59％と昨年（50.7％）から増加していることから、新型コロナ

ウイルス感染症の影響もあり、将来的な見通しは不透明感が増していると感じてい

る事業者が多いと推察される。 

 

 
 

  

明るい

10%

変化ない

24%

明るくない

59%

無回答

7%

事業・業界の見通し
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② 直面する課題 

 事業者が直面している課題を確認すると、 

 新型コロナウイルス感染症拡大への対応 30.1％ 

 客・製品単価の低下、上昇難   24.8％ 

 同業者による競合激化    23.9％ 

 人材不足（従業員の確保）   23.9％ 

 人件費の増加     22.1％ 

の順に多くなっている。 

 新型コロナウイルス感染症は今年度調査の特徴であり、実際にはより多くの事業

者が直接・間接の影響を受けているものと考えられる。間接の影響まで含めると影

響を受けていな事業者はないのではないかと思われる。 

 新型コロナウイルス感染症の影響もあり縮小する市場において、同業者による競

争激化や不景気に伴うデフレにより製品単価や客単価が低下傾向にあることも大き

な課題となっている。 

 過去の調査に比べると、新型コロナウイルス感染症の影響で有効求人倍率が下が

り、最低賃金もほぼ据え置かれているので、人材不足や人件費高騰の回答率は下が

っており、ひと段落した感がある。（比率は全回答者 113 に占める回答者の割

合） 

 

 
 

  

24.8%23.9%

7.1%

14.2%
17.7%

0.0%

19.5%

3.5%

22.1%23.9%

9.7%
6.2%

0.0%
4.4%3.5%

19.5%

3.5%3.5%
0.9%0.9%0.0%

4.4%

30.1%

3.5%

11.5%

現在直面している経営上の課題 回答数：292
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③ 最も重要度の高い課題 

 回答総数が少なかったが、その中でも「新型コロナウイルス感染症」が最も多

く、次いで「人材不足」、「需要の停滞」であった。前設問で人手不足はひと段落し

た感があると過去との比較で記載したが、有効求人倍率が下がったからと言って全

ての事業所が必要な人材を確保できているわけではなく、依然として人手不足を感

じている事業者が存在することが分かる。そして、それより重要度が高いのが「新

型コロナウイルス感染症」であり、これが今年の調査の最大の特徴と言える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

14

9 9

4 4 4 4
3

2 2
1 1

最も重要な経営上の課題 回答数：57
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④ 課題解決に必要な支援 

 事業者が経営課題解決に必要と感じている情報・支援について確認すると、最も

多いのは「販路開拓」、次いで「各種補助金」となっている。前年までの調査では

「人材・求職者情報」が最多回答だったので、ここにも人材の需給ギャップが緩和

されたことが表れている。「販路開拓」は、売上減、販売先数減などに悩む事業者

の実情を反映し、「各種補助金」はコロナ禍で多数の補助金、助成金、給付金など

が準備され、情報過多で混乱している事業者の様子が反映されているものと推察す

る。 

 

 
 

  

12.4%

30.1%

6.2%

1.8%

8.8%

13.3%

8.0%

11.5%
14.2%

29.2%

0.9% 0.9%
2.7%

31.0%

経営課題を踏まえ必要とする情報・支援 回答数：193
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⑤ 新規事業、業態転換 

 既存事業に先行きの不透明感を感じている事業者がある中で、その打開策の一つで

ある第二創業について事業者の意識を調査した。第二創業について計画があるとした

事業者は 6％にとどまり、約 6 割の事業者が計画は「ない」と回答している。新規事

業を行わない理由を確認すると「必要性がない」の回答割合が最も高く不要と考えて

いる事業者が多いことがうかがえる。一方で「技術・ノウハウ不足」をあげている事

業者も次に多く、新分野の技術・ノウハウが参入障壁となっていることがわかる。 

 

 
 

以上 

0

2

0 0 0 0

3

1

3

0 0 0

計画している新規事業の業種 回答数：9

11.5% 11.5% 9.7%

16.8%

5.3%

11.5%
7.1%

3.5%

36.3%

15.9%

8.0% 7.1%

新事業展開、業種転換を計画していない理由 回答数：163

ある

6%

ない

58%

未定

30%

無回答

6%

新事業・業種転換の計画有無


